第４章　特別防災区域別の津波避難計画
第１節　堺泉北臨海地区
（１）地区の概要
堺泉北臨海地区には、様々な事業所があり、各ブロックの特徴も異なる。各ブロックの区分図を図４－１に示すとともに、表４－１－１、表４－１－２に津波避難に関連する各ブロックの特徴を整理した。
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図４－１：堺泉北臨海地区　ブロック区分図
表４－１－１：コンビナート地区の各ブロックの特徴

	市名
	ブロック名
	特　　徴

	堺市
	堺第２区
	・東側の一部区域を除き、浸水区域外までの距離が長い。（避難所要時間は概ね90分以上（徒歩*による避難、以下同じ））。
・主要な事業所は、大手製鉄会社、電気製品メーカー等。他のブロックと異なり、来客者の多いアミューズメント施設、スポーツ施設がある。

・阪神高速道路湾岸線の三宝ランプが設けられている。

	
	堺第３区
	・浸水区域外までの距離が短い（避難所要時間は概ね90分未満）。
・主要な事業所は、硝子製造会社、建材メーカー等。


	
	堺第４区
	・浸水区域外までの距離が短い（避難所要時間は概ね90分未満）。
・主要な事業所は、鉄工メーカー、コンテナーメーカー等。
・阪神高速道路湾岸線の大浜ランプが設けられている。

	
	堺第５区

（北）（南）
	・浸水区域外までの距離が短い（避難所要時間は概ね90分未満）。
・主要な事業所は、鋼材メーカー、石油精製会社、エネルギー関連会社等。
・阪神高速道路湾岸線の出島・石津ランプが設けられている。

	
	堺第６区

堺第７区

堺第7-3区
	・浸水区域外までの距離が長い（避難所要時間は概ね90分以上）。
・主要な事業所は、大手の化学会社、エネルギー関連会社、造船会社等の事業所。
・化学関連の工場では危険物を貯蔵しており、設備が破損した場合には、火災の発生などが考えられる。　

	堺市

高石市
	泉北１区

(堺市(西))
(堺市(東))
（高石市）
	・東側の一部の区域を除き、浸水区域外までの距離が長い（避難所要時間は概ね90分以上）。
・人工島として他区域から切り離されており、石油・ガス、化学関連等の事業所が集積し、日本有数の石油コンビナートを形成している
・ほぼ全ての事業所で危険物を貯蔵しており、設備が破損した場合には、火災の発生などが考えられる。
・阪神高速道路湾岸線の浜寺・高石ランプが設けられている。

	泉大津市
	泉北４区
	・浸水区域外までの距離が短い（避難所要時間は概ね90分未満）。
・中小規模の事業所が集まっている。
・阪神高速道路湾岸線の助松ランプが設けられている。


　　＊：避難速度2.3ｋｍ/ｈ（「津波避難ビル等に係るガイドライン」の約半分の速度) と仮定
　　　表４－１－２（１）：港湾地区及び漁港地区の各ブロックの特徴
	市名
	ブロック名
	特　　徴

	堺市
	塩浜

埠頭
	・堺泉北港の北端に位置し、浸水区域外までの距離が短い（避難所要時間は概ね90分未満）。
・水深－７ｍ岸壁や物揚場が整備されている。
・年間約500隻の船舶が寄港する。

	
	大浜

埠頭
	・浸水区域外までの距離が短い（避難所要時間は概ね90分未満）。
・大型船舶（水深－１０ｍ岸壁）及び小型船舶を対象とした物揚場があり、埠頭の先端には、堺青果センターがある。
・年間約600隻の船舶が寄港する。
・その他・・・

	
	堺旧港地区
	・浸水区域外までの距離が短い（避難所要時間は概ね90分未満）。
・日本最古の木造洋式灯台である国指定史跡の旧堺燈台及びお台場等の史跡の碑があり、親水プロムナード「憩いと交流の場」として整備されている。

	
	出島

漁港

石津

漁港
	・浸水区域外までの距離が短い（避難所要時間は概ね90分未満）。
・船舶（漁船及びプレジャーボート）は出島漁港で150隻、石津漁港で180隻が係留されている。
・第１種漁港。

	
	浜寺

埠頭
	・浜寺泊地の奥部に位置し、浸水区域外までの距離が短い（避難所要時間は概ね90分未満）。
・堺泉北港のタグボートの基地になっている。
・年間約30隻の船舶が寄港する。

	高石市

	高石

漁港
	・浸水区域外までの距離が短い（避難所要時間は概ね90分未満）。
・船舶（漁船及びプレジャーボート）は56隻が係留されている。
・第１種漁港。

	
	泉北３区
	・浸水区域外までの距離が短い（避難所要時間は概ね90分未満）。
・臨海スポーツセンター、運動場、下水処理場などがある。

	高石市

泉大津市
	助松

埠頭

(高石市)

(泉大津市)
	・浸水区域外までの距離が長い（避難所要時間は概ね90分以上）。
・人工島として他区域から切り離されており、内陸部（防潮堤より内陸側、以下同じ。）と橋で結ばれている。
・外航、内航の定期航路が寄港する埠頭で、主な取扱貨物はコンテナ、完成自動車（新車・中古車）、建設機械等である。
・年間約2600隻の船舶が寄港し、大型船舶が多い。


表４－１－２（２）：港湾地区及び漁港地区の各ブロックの特徴
	市名
	ブロック名
	特　　徴

	泉大津市
	松ノ浜

埠頭

小松

埠頭
	・浸水区域外までの距離が短い（避難所要時間は概ね90分未満）。
・主に鋼材を取り扱っている事業所があり、府営及び民間の上屋等が整備されている。また船舶が多い。
・阪神高速道路湾岸線の泉大津ランプが設けられている。
・松ノ浜埠頭では年間約600隻、小松埠頭では、年間約1500隻の船舶が寄港する。

	
	泉大津

旧港
地区
	・浸水区域外までの距離が短い（避難所要時間は概ね90分未満）。
・関連施設及び地域と一体となった都市機能施設の整備等の再開発を行い、高度な諸活動が営める港湾空間と都市空間の創造を図っている。また船舶が多い。
・阪神高速道路湾岸線の泉大津パーキングエリアが設けられている。

・年間約100隻の船舶が寄港する。

	
	汐見
埠頭
	・浸水区域外までの距離が短い（避難所要時間は概ね90分未満）。
・府営及び民間の上屋、倉庫が多数立地し、外貿埠頭として機能しており、主な取扱貨物は、中古車、合板、製材、鋼材、非金属鉱物等である。また船舶が多い。

・年間約1200隻の船舶が寄港し、大型船舶は多い。

	
	汐見沖
地区
	・浸水区域外までの距離が長い（避難所要時間は概ね90分以上）。
・近畿圏から発生する廃棄物を処理し、埋め立てた土地を活用して港湾の整備を図る大阪湾フェニックス計画が行われている。



（２）津波の高さ想定の変更に伴う影響範囲
津波の高さを従来の２倍に想定した場合の海面の高さ（堺市域は標高6.8ｍ、高石市域、泉大津市域は標高6.4ｍ）より地盤が低いエリアを影響範囲として図４－２に示す。
（レベル湛水法（津波の高さと同じ地盤の高さまで浸水する）により暫定的に想定したもので、それぞれの地点における浸水の深さは、津波の高さから当該地点の標高を差し引いた値となる。）
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図４－２：堺泉北臨海地区における２倍の津波の高さによる影響範囲

（標高6.4ｍ～6.8ｍまでが２倍の津波の高さによる影響範囲に相当(概ね青から黄色の範囲まで)）
（３）避難人口と収容可能人口

地震・津波が発生した場合、特に津波による浸水が想定される区域からは、速やかに安全な場所へ避難することが必要となる。堺泉北臨海地区における避難人口と収容可能人口について、表４－２に示す。
なお、ここでの避難人口は、特別防災区域内の従業員の最大人数に浸水区域内の住民基本台帳に基づく人口を加えた人口、収容可能人口とは、浸水区域内における津波緊急避難所の収容可能人口としている。当地区の従業員等の人数は、最大で約69,700人と推計した。
表４－２：避難人口と津波緊急避難所の収容可能人口(津波の高さを従来の２倍に想定)
  　　　　　　　　　　　　　　　　[image: image1.emf]（単位：人）

従業員等の

最大人数

地区における

人口　*

1

合計*

2

浸水区域内の

津波緊急避難所

堺第２区(塩浜・大浜埠頭含む。） 4,000

堺第２区来客者 13,700

堺旧港地区 100

堺第３区 900

堺第４区 1,800

出島漁港 100

堺第５区（北） 1,300

堺第５区（南） 11,300

堺第６区 1,100

堺第７区、堺第７－３区 5,000

堺第７－３区来客者 1,000

石津漁港 100

浜寺埠頭 100

泉北１区（堺東） 2,800

泉北１区（堺東）来客者 200

泉北１区（堺西） 1,600

泉北１区（高石市） 13,600

高石漁港 100

泉北３区 3,400

助松埠頭 100

泉北４区 2,500

松ノ浜・小松埠頭 700

助松埠頭 2,300

泉大津旧港地区 1,100

汐見埠頭 1,100

汐見沖地区 100

69,700 246,700 316,300 98,400

市名 ブロック名

避難人口

202,700

収容可能人口*

3

46,100 53,800 38,600

157,800 49,600

42,700 59,800 10,200

合計

堺市

泉大津市

高石市


　　　　　　備考

・*1：浸水区域内の住民基本台帳に基づく人口(平成23年３月現在)
・*2：従業員等の最大人数に浸水区域内の住民基本台帳に基づく人口を加えた人口
・*3：堺市、高石市及び泉大津市の津波緊急避難所の収容可能人口（平成24年３月現在）
・各事業所の従業員等の最大人数については、経済センサス（平成21年度調査）及び平成23年10月に堺泉北臨海地区内の事業所を対象に行ったアンケート調査結果をもとに推計した。従業員等には、従業員、パート、協力会社、外来者、定期修理するための人員等を含む。なお、推計方法については、参考資料に示す。
・堺第２区来客者として、当該ブロックのアミューズメント施設等への来客者数を収容人員等から推計し、堺第７－３区及び泉北１区（堺東）の来客者については、事業所アンケート結果から推計した。
・特別防災区域以外のブロックの従業員等について、各漁港は漁業協同組合、各旧港地区、各埠頭、汐見沖地区は府港湾局及び市から、泉北３区は市から入手した。
・ブロックごとの人口を100人単位で四捨五入しているため合計値があわないことがある。なお、100人未満については100としている。
この表から、平成24年３月現在では、浸水区域内の住民や従業員等が津波緊急避難所に避難する場合には、その収容能力が不足することが予想される。このため、速やかな浸水区域外への避難及び浸水区域内(特別防災区域を含む)での安全な自社内一時避難所の確保が急務である。
しかし、堺泉北臨海地区では、浸水区域外までの避難に時間を要する地区の従業員等や、施設停止のため速やかに避難できない保安要員がいる。これらの合計を浸水区域内の一時避難所への避難対象人数とし、そのうち自社内で避難可能な人数及び他社に提供が可能な人数の合計を地区内での避難可能人数として、ブロックごとの推計した人数を表４－３に示す。
　　　表４－３：避難対象人数と避難場所不足人数(津波の高さを従来の２倍に想定)
　　　　　　　　　　　　　　[image: image2.emf]　

(単位：人）

堺第２区(塩浜・大浜埠頭含む。） 2,900 0 2,900 500 1,400 900

堺第２区来客者 13,700 0 13,700 0 0 13,700

*

3

堺旧港地区 0 0 0 0 0 0

堺第３区 0 100 100 400 0 0

堺第４区 0 100 100 0 0 100

出島漁港 0 0 0 0 0 0

堺第５区(北) 0 100 100 200 0 0

堺第５区(南) 0 500 500 4,000 0 0

堺第６区 1,100 0 1,100 300 900 0

堺第７区・第７-３区 5,000 0 5,000 1,300 100 3,700

堺第７-３区来客者 1,000 0 1,000 0 0 1,000

*

3

石津漁港 0 0 0 0 0 0

浜寺埠頭 0 0 0 0 0 0

泉北１区（堺東） 0 100 100 700 0 0

泉北１区（堺東）来客者 0 0 0 0 0 0

泉北１区（堺西） 1,600 0 1,600 100 100 1,600

泉北１区（高石市） 900 100 1,100 4,500 200 0

高石漁港 0 0 0 0 0 0

泉北３区 0 0 0 0 0 0

助松埠頭 100 0 100 0 0 0*4

泉北４区 0 100 100 200 1,000 0

松ノ浜・小松埠頭 0 0 0 0 0 0

助松埠頭 2,300 0 2,300 0 24,300 0

泉大津旧港地区 0 0 0 0 0 0

汐見埠頭 0 0 0 0 0 0

汐見沖地区 100 0 100 0 2,000 0

28,700 1,000 29,700 12,100 29,900 21,000

保安要員 最大人数

ブロック名

避難場所

不足人数*

2

地区内での

避難可能人数

自社内に

避難可能

他社に

提供可能

避難対象人数（事業所）*

1

合計

堺市

合   計

市名

泉大津市

高石市


　　　
備考
・*1：ブロック別の従業員等の最大人数の内、避難時の混雑・道路状況を勘案し、避難速度2.3km/h と仮定した場合に浸水区域外までの避難所要時間が概ね90分以上要する人数。ただし、避難所要時間90分未満と考えられる区域においても緊急停止に要する保安要員の人数は対象とした。

・*2：避難対象人数から地区内に一時避難が可能な人数を差し引いた人数

・*3：堺市において避難場所について協議・検討中
・*４:泉大津市の助松埠頭の津波避難ビルで避難可能のため、不足人数はない。
・ブロックごとの人口を100人単位で四捨五入しているため合計値があわないことがある。なお、100人未満については100としている。
この推計では、浸水区域外に避難するまでの所要時間が概ね90分未満であるブロックの従業員は、保安要員を除きすべて浸水区域外に避難できると仮定した場合でも、約21,000人について一時避難場所が不足することになる。さらに発災時には避難経路の地盤の液状化や工場施設等の倒壊、火災による通行困難などの予測困難な理由により、円滑な避難ができなくなり、その結果、避難対象人数の増加などにより避難不足人数が増加する可能性がある。
なお、泉大津市内では地区内に津波緊急避難所が指定されていることから不足なしとなっている。
（４）ブロック別津波避難計画

当地区は、堺第２区や堺第６・７区のように大阪湾に凸状に突き出した地形又は泉北１区のような島地形である。主要道路は１本しかなく、普段の通勤時でも渋滞が発生するとともに、埋立造成地のため、地震による液状化や工場施設の倒壊により唯一の避難道路は道路機能を損なう可能性があることを前提として計画を策定する必要がある。
浸水区域外の避難地及びそこに至るまでの避難経路を市のハザードマップなどを参考に予め設定しておくことが必要である。

【各ブロックにおける津波避難計画】
	①堺第２区
・東側の一部の地域を除き、浸水区域外までの距離が長い（避難所要時間は概ね90分以上）ことから、ブロック内での避難場所を確保する。
・各事業所は、自社内で一時避難所を確保することが望ましいが、確保できない場合は、近隣の事業所間での避難協定を締結するなどにより避難所を確保する。

・アミューズメント施設等への来客者等については、津波緊急避難所の設置及び同避難所への避難方法等について、現在堺市において協議中である。

②堺第３区
・浸水区域外までの距離が短い（避難所要時間は概ね90分未満）ため、原則として浸水区域外へ避難する。
・各事業所は、保安要員などの避難が困難な従業員及び逃げ遅れた外来者等のために、自社内又は避難協定等により一時避難所を確保する。

③堺第４区
・浸水区域外までの距離が短い（避難所要時間は概ね90分未満）ため、原則として浸水区域外へ避難する。
・各事業所は、保安要員などの避難が困難な従業員及び逃げ遅れた外来者等のために、自社内又は避難協定等により一時避難所を確保する。




	④堺第５区（北）（南）

・浸水区域外までの距離が短い（避難所要時間は概ね90分未満）ため、原則として浸水区域外へ避難する。

・各事業所は、保安要員などの避難が困難な従業員及び逃げ遅れた外来者等のために、自社内又は避難協定等により一時避難所を確保する。

・石油・化学関連事業所の危険物施設の被災により、二次災害が発生する可能性があり、緊急停止手順等を再確認するとともに、危険物が漏洩・拡散した場合の中和・除害・拡散防止措置の対応マニュアルの再整備を行う。

⑤堺第６区、堺第７区、堺第７-３区
・浸水区域外までの距離が長い（避難所要時間は概ね90分以上）ことから、ブロック内での避難場所を確保する。
・各事業所は、自社内で一時避難所を確保することが望ましいが、確保できない場合は、近隣の事業所間での避難協定を締結するなどにより避難所を確保する。
・化学関連事業所の危険物施設の被災により、二次災害が発生する可能性があり、緊急停止手順等を再確認するとともに、危険物が漏洩・拡散した場合の中和・除害・拡散防止措置の対応マニュアルの再整備を行う。

⑥泉北１区
・東側の一部の地域を除き、浸水区域外までの距離が長い（避難所要時間は概ね90分以上）ことから、ブロック内での避難場所を確保する。
・人工島として他区域から切り離されており、地震発生時には内陸部と島を結ぶ橋に交通が集中して混雑が予想されるため、避難にあたっては特に留意する。

・各事業所は、自社内で一時避難所を確保することが望ましいが、確保できない場合は、近隣の事業所間での避難協定を締結するなどにより避難所を確保する。
・石油・化学関連事業所の危険物施設の被災により、二次災害が発生する可能性があり、緊急停止手順等を再確認するとともに、危険物が漏洩・拡散した場合の中和・除害・拡散防止措置の対応マニュアルの再整備を行う。

⑦泉北４区
・浸水区域外までの距離が短い（避難所要時間は概ね90分未満）ため、原則として浸水区域外へ避難する。

・各事業所は、保安要員などの避難が困難な従業員及び逃げ遅れた外来者等のために、自社内又は避難協定等により一時避難場所を確保する。



【各港湾地区及び漁港地区における津波避難計画】
	①塩浜埠頭、大浜埠頭、堺旧港地区、出島漁港、石津漁港、浜寺埠頭(堺市)
・浸水区域外までの距離が短い（避難所要時間は概ね90分未満）ため、原則として浸水区域外へ避難する。

・なお、逃げ遅れ等があった場合は、市が指定する津波避難ビルなど、堅牢な高層の建物へ避難する。

②高石漁港、泉北３区（高石市）
・浸水区域外までの距離が短い（避難所要時間は概ね90分未満）ため、原則として浸水区域外へ避難する。

・なお、逃げ遅れ等があった場合は、市が指定する津波避難ビルなど、堅牢な高層の建物へ避難する。

③助松埠頭（高石市、泉大津市）

・浸水区域外までの距離が長い（避難所要時間は概ね90分以上）ため、ブロック内に市が指定する津波避難ビルへ避難する。

④松ノ浜埠頭、小松埠頭、泉大津旧港地区、汐見埠頭（泉大津市）

・浸水区域外までの距離が短い（避難所要時間は概ね90分未満）ため、原則として浸水区域外へ避難する。

・なお、逃げ遅れ等があった場合は地区内に市が指定する津波避難ビルへ避難する。

⑤汐見沖地区（泉大津市）

・浸水区域外までの距離が長い（避難所要時間は概ね90分以上）ため、ブロック付近に市が指定する津波避難ビルへ避難する。




（５）自社内一時避難所等の状況

特別防災区域内において、現時点で自社内一時避難所を確保している事業所を、図４－３－１、図４－３－２及び表４－４－１に示す。
今後、特別防災区域内において事業所調査及び啓発活動を行い、区域内事業所による自社内一時避難所の確保の拡大を図っていくとともに、近隣事業所間で相互利用できるよう避難協定の締結を促していく。
なお、地区内には、阪神高速道路湾岸線の泉大津パーキングエリア及び三宝、大浜、出島、石津、浜寺、高石、助松ランプが設けられている。泉大津パーキングエリアについては、近畿地区幹線道路協議会から津波発生時の一時避難場所として利用できる考えが示されているが、現時点では、非常時の出入方法などの課題があり、実際に利用できるまでには時間を要する。また、ランプ部や本線などの利用については、安全性の確保が課題となっており、同協議会において具体的な利用方策等について協議中である。
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　　　　　　　　　　　　　図４－３－１：自社内一時避難所の位置（北）
　
■：自社内一時避難所（津波避難対策に係るアンケート調査（平成24年1月実施）による）
 ※  特別防災区域内の避難路を図中に橙色線として示す。
※　参考として、堺市域の津波緊急避難所を図中に○印として示す。（番号に対応した施設の名称及び所在地について巻末資料⑤表1参照）

図４―３―２：自社内一時避難所の位置（南）　
　　　　　

■：自社内一時避難所（津波避難対策に係るアンケート調査（平成24年1月実施）による）
※　特別防災区域内の避難路を図中に橙色線として示す。
※　参考として、堺市域の津波緊急避難所を図中に○印、高石市域の津波緊急避難所を△印、泉大津市域の津波緊急避難所を□印として示す。（番号に対応した施設の名称及び所在地について巻末資料⑤表1参照）
表４－４－１：自社内一時避難所 (平成24年２月現在)

[image: image3.emf]№ 名称 所在地

1 日鉄住金鋼板株式会社　西日本製造所［堺地区］ 堺市堺区出島西町2

2 ファインフーズ株式会社　ＭＩＮＡＴＯファクトリー 堺市堺区匠町17-8

3 セントラル硝子株式会社　松阪工場堺製造所 堺市堺区築港南町6

4 日新製鋼株式会社　堺製造所 堺市西区石津西町5

5 関西電力株式会社堺港発電所 堺市西区築港新町1-2

6 日本酢ビ・ポバ－ル株式会社　※ 堺市西区築港新町3-11-1

7 ダイキン工業株式会社　堺製作所臨海工場 堺市西区築港新町3-12

8 コスモ石油株式会社　堺製油所　※ 堺市西区築港新町3-16

9 堺ＬＮＧ株式会社　堺ＬＮＧセンター 堺市西区築港新町3-1-10

10 日本ガルバ株式会社 堺市西区築港新町3-27

11 森田化学工業株式会社　堺事業所 堺市西区築港新町3-27

12 株式会社マツダ運輸大阪 堺市西区築港新町3-38

13 コーケン・テクノ株式会社 堺市西区築港浜寺西町5-2

14 大阪ガス株式会社　泉北製造所第一工場　 堺市西区築港浜寺町4 

15 藤本化学製品株式会社　泉北工場 泉大津市臨海町1-24

16 ステラケミファ株式会社　泉工場 泉大津市臨海町1-41

17 ＤＩＣ株式会社　堺工場 高石市高砂1-3

18 三井化学株式会社　大阪工場　※ 高石市高砂1-6

19 スイショウ油化工業株式会社　高石工場 　※ 高石市高砂2-3-6

20 泉北産業株式会社 高石市高砂3-69-2

21 大阪ガス株式会社　泉北製造所第二工場 高石市高砂3-1

22 株式会社コールド・エアー・プロダクツ 高石市高砂3-7

23 株式会社ヒューテックノオリン　関西支店 高石市高砂3-7-2

備考

・ 自社内一時避難所は、津波避難対策に係るアンケート調査(平成24年1月実施）で「建物の構造

　 がRC構造又はSRC構造で昭和56年以降の建築確認を受けているもの又は耐震基準を満足する改修

　 を行ったもので、想定される津波に対して十分な高さの避難場所が確保された建物を有する」

　 と回答した事業所。

・ 避難に関して他社との間に協定等を締結している事業所を含む。

・ ※印の事業所については、定期修理時等の大幅に避難人数が増える時を除く。　
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